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食の安全安心のための情報について
音田氏（大阪府立文化情報センター　所長）

食べ物は生きるために不可欠なものであると同時に、楽しみやコミュニケーションツールであり、文化でもあります。食べ物は安全で、安心して食べられるものであることが大前提ですが、現実には食の問題が相次いで起こっています。 

７月に府で行われたアンケートでも、「現在流通している食品が安全安心だと思いますか」という質問に、「安全安心だと思う」「おおむね安全安心だと思う」と答えた人の合計は２４％ぐらいしかなく、ほとんどの府民が食品に不信感を持っているという結果でした。不信感の主な原因は「生産者や企業のモラルの低下」や「行政の取り組みが不十分である」ことなどです。 

消費者の根強い不信感を取り除くためのキーワードが「情報」ではないかと思っております。一つは科学的根拠に基づいた正しい知識を身につけること、もう一つは事故や問題が発生したときに正しい情報を伝える管理体制を整えること。今日はこの２つを柱にお話をお願いいたします。 

４月から「大阪府食の安全安心推進条例」が施行されていますが、その中でも「リスクコミュニケーションの促進」は重要な柱となっています。また、本日配布のパンフレットにありますとおり、１１月からは「健康被害の拡大防止のための情報の公表（第１９条）」、来年４月からは「自主回収報告制度（第２０条、第２１条）」が施行されます。 

条例を実効性のあるものとするためにも、リスクコミュニケーションのあり方について、消費者の意向を受けた形で進めていくことが求められていると思います。 

まず、パネリストの皆様に「食の安全安心のための情報」について、府民が日頃から知っておくべきこと、関心を持っておくべきことについて、どのように考えておられるかお尋ねします。 

飯田氏（全大阪消費者団体連絡会　事務局長）

「全大阪消費者団体連絡会」は１９７２年に発足し、今年で３５年となっております。 

「食の安全安心」は、常に運動のテーマに挙げて活動しているところですが、４月に制定された「大阪府食の安全安心推進条例」の制定についても、他の消費者団体と共に３年前から要望し、制定の検討にも参加いたしました。 

現在は食に関する情報が氾濫しており、消費者が情報に振り回されています。ＴＶでの報道によって特定の食品が店頭から無くなったり、一企業の過失が業界全体の不信感を煽っています。 

しかし、「情報」と「知識」は違うものであり、消費者が正しい知識を持つことが必要とされています。知識を備えるためには、一朝一夕にはまいりませんが、重要なのは学校教育であると考えています。 

また、消費者が信頼できる情報を得られる窓口が必要です。 

本日のフォーラムのように、消費者と事業者が互いに情報や意見を交換し、研究者や事業者が持つ情報を提供したり、事業者が消費者の要望に応えようとする場合の苦労など、互いの意見をキャッチボールする機会を持つことも重要で、行政にはこのような場のセッティングをお願いしたいと思います。 

脇田氏（雪印乳業株式会社　監査役）

７年前、大阪で１万３千人を超えるお客様に被害を与え、行政の方々にも大変ご迷惑をおかけしました。社会問題ともなりました事件を受け、当事者としてあらためてお詫び申し上げます。 

不祥事を起こした我々の立場から、消費者の皆様へのお願いとしてお話させていただきます。 

事件の原因の一つは、当時、ブランドの価値観に甘え、お客様との価値観との間に溝が生じていたことがあったと考えております。 

今、我々の最大の経営課題は「消費者重視経営」でございます。そのベースとなっているのは「消費者基本法」であり、消費者の権利に対して企業が責務を負うことを認識し、実践する経営を進めております。詳細は本日お配りしております「活動報告書２００７」をご覧ください。 

本日の講座では、学習することの大切さと「思い込み」の危険性について改めて認識いたしました。 

消費者の皆様には、本社の製品について疑問や要望がありましたら、是非、ご意見をお寄せいただきたく思います。皆様からのご意見を経営に生かしてまいります。 

企業姿勢は商品に表れると考えておりますので、現在、特に商品設計を重視し、社外からのご意見を取り入れ「表示部会」を設置し、あいまいな表示や誤解を与える表示を排除する取り組みを進めています。店頭で商品を選択する際には、ぜひ表示をしっかりとご覧いただきたいと思います。 

辻岡氏（イズミヤ株式会社　食品商品部チーフマネージャー）

イズミヤ株式会社は流通と同時に、各メーカーの商品や委託製造による自社ブランド（ＰＢ商品）、お弁当や惣菜等を製造して販売する販売者の面を持っております。 

日頃の取り組みとしましては、産地の情報、添加物やアレルゲンなどの商品情報などについて、出来る限りオープンに開示することが重要と考えております。 

また、本部で企画立案し、８８店舗の担当者が認識を高く持って、的確にお客様に商品の説明ができるよう研修等の職員の教育を進めております。 

皆様に特に関心を持っていただきたいのは、流通という立場で見たとき、情報開示の方針は各社で様々に異なっております。本社の方針につきましては、本日お配りしております「イズミヤ社会・環境活動レポート２００７」に記載しておりますので、ご覧ください。 

各社で方針が異なる中で、消費者の立場からどのように商品を選択するのか。どれだけ情報が開示されているのかという点に、ぜひ関心を持っていただきたいと思っております。 

福井（大阪府食の安全推進課　参事）

大阪府では、府内で大きな事件が起こった経緯があり、平成１４年に部局横断型の組織として知事を委員長とした「大阪府食の安全安心推進委員会」を設置し、積極的に食の安全安心に取り組んできたところです。 

また、生産から流通、販売に至る食品関連事業者や消費者、有識者の方々から構成される「食の安全・安心大阪府民会議」を平成１５年５月に設立しております。府民会議の活動の中でも、「情報の共有化」は大きなテーマであり、リスクコミュニケーション活動として、セミナーやシンポジウムなどを行ってまいりました。 

先ほど、飯田氏からもお話がありましたが、消費者団体等からの強い要望があり、昨年、府民会議からも提言を受けて、今年４月に「大阪府食の安全安心推進条例」を施行したところです。 

現状は、まだ条例の箱を作ったが魂が入っていない状態ですので、これから長期計画である「食の安全安心推進計画」や情報を提供する上での取り決め等を検討してまいります。 

行政が持っている情報は、各部局が収集し整理し提供しているのが現状で、消費者から見れば自分が欲しい情報が見つけにくくなっており、「情報の一元化」は大阪府にとっても大きな課題となっております。膨大な行政情報をどのように収集し、わかりやすく提供していくのか。検討を進めていきたいと考えております。 

その他にも、府民会議でいただいた多数の課題を、新たに設立されました条例に基づく附属機関である「大阪府食の安全安心推進協議会」の中で、ご参加いただいています各団体や有識者のご意見を参考に検討を進めていきたいと思います。 

仁木氏（酪農学園大学　客員教授）

各地で講演を行って一番感じることは、消費者の方に正しい知識がなかなか伝わらないということです。 

誰が消費者に正しい情報を伝えるかについては、生産者や製造業者の担当者より大学の教員や公共の研究機関の研究者の方が、同じ話をしても消費者に信用されるという声を聞きます。 

研究者の立場にある者も、もっと消費者とコミュニケーションする機会を持ち、正しい情報を伝える役割を担うべきであると考えております。 

「危機管理情報」のリスクコミュニケーションについて
音田氏（大阪府立文化情報センター　所長）

飯田氏からは、あふれる情報の中から正しい情報を知識として得ていくことが消費者に求められており、そのためには学校教育の場が必要であるというご意見。 

仁木先生からは、正しい情報を伝えるのは研究者の役割ではないかというご意見がありました。 

消費者の立場からは、研究者のお話は正しいけれど専門用語が多く、難しくてわかりにくいという問題があります。正しい情報をわかりやすく伝えるのは、行政の役割ではないでしょうか。 

多くの事件を経て、企業も様々な取り組みを行い、昔と比べて体質は変わったように思いますが、やはり現在も食に関する事故や事件が多数発生しています。 

健康被害を及ぼすような事故や問題を隠そうとする体質も依然根強く残っており、また、情報が誤って伝えられ、風評被害が起こる問題も残っています。 

次は「危機管理情報」のリスクコミュニケーションについて、どのようにお考えかご発言をお願いします。 

飯田氏（全大阪消費者団体連絡会　事務局長）

消費者が何かを知りたい、情報が欲しいと思った時、まず窓口となるのは行政であると思います。脇田氏は「ぜひ企業に質問をして欲しい」とおっしゃいましたが、特定の企業の食品に問題があった場合は「お客様センター」等に問い合わせをしますが、それだけでは納得しがたい場合もあるようです。 

何か問題があった時、公平にわかりやすく情報を消費者に伝える役割を持つのが行政であると思います。その場合も、専門用語やカタカナや英語ばかりにならないよう、消費者の目線にそった情報の内容となるよう工夫をお願いします。 

キーワードとなるのが「情報の一元化」ですが、製品事故については国で一元化を進めていますが、食品について一元化の仕組みを作るのは難しいようです。 

しかし、それでも情報の一元化はせざるを得ないことであると考えておりますので、行政や事業者の方々と意見交換をしながら、方法を探っていきたいと思っています。 

先ほど仁木先生がお話された「フードファディズム」についても、誤解を解き、正しい情報を提供するのも行政の役割であると考えています。 

脇田氏（雪印乳業株式会社　監査役）

７年前の事件では「リスクマネージメント」がまったくできていなかったという問題がありました。最初に被害のお申し出があったのが６月２７日、翌日には１３名、２９日には２００名以上、３０日の午前中で１千名以上の被害報告がありましたが、社告を出したのは３０日です。それ以前に保健所からの公表指導がありましたが、「原因が特定できない段階での公表は社会的な混乱を招く」「取引先への説明ができていない」という論理が社内にあったという現状でした。 

そのため、本日配布しております「活動報告書２００７」の１２ページにも記載しておりますが、それまでは地域ごとであった「お客様センター」を統一しました。 

お客様から、同一ロット（製造単位）商品から２件の申し出があった時点でアラームが点灯し、商品安全保障室が重大化判断を行うしくみとなっております。 

危機管理に問われるのは経営者の姿勢であり、経営者が全てのリスク情報を把握していることがリスクマネージメントの原点であると考えております。このため、雪印では社長及び役員に毎日メールで定時連絡が入り、現在、どのような問題があるか通知を受けています。 

商品回収や告知などの公表を行う判断基準は、同じく１２ページにありますとおり「健康被害」「法令違反」「拡大性」の３点です。案件別に対策を取り、公表をするか否かの意思決定を極めて短時間の内に判断することが求められます。 

また、過去の経験から、もっとも効果的な公表手段は記者会見であると考えています。 

音田氏（大阪府立文化情報センター　所長）

「健康被害」や「拡大性」について、「重大かどうか」の判断基準には一定の決まりがありますか？ 

脇田氏（雪印乳業株式会社　監査役）

健康被害については、身体異常がある場合、１件で「重大」とし、調査を行います。 

異物混入については、混入物がガラスや石など健康被害に繋がる場合には、１件で「重大」とし、調査を行います。混入物が包装紙やゴム、毛髪等である場合は、２件で「重大」とし、調査を行います。 

こういった社内基準を設けて対応をしております。 

小田川氏（イズミヤ株式会社　品質管理部チーフマネージャー）

公表の基準については「法令違反」は当然ですが、「表示違反」や「健康被害」についても公表を行っております。公表については時期が遅れないこと。問題を隠していたと誤解を受けないよう、行政への報告を含め、迅速さを重点としています。 

公表の方法としましては、店頭での告知、自社ＨＰでの掲載、社告など、「拡大性」に応じた段階で対応しています。 

イズミヤで販売している他社の製品に問題があった場合、メーカーと協議して対応することとなりますが、そういった場合を想定し、迅速に協議し対応の出来る業者とのみ取引を行うことを基本としております。 

本日配布しております「イズミヤ社会・環境活動レポート２００７」の１６ページのとおり、フリーダイヤルや電子メール、投書箱などでお客様の声をうけたまわっております。フリーダイヤル等の対応は、公正な立場から消費生活アドバイザーが担当しています。第三者的な、より消費者に近い立場からの意見を重視し、早期対応を心がけております。 

福井（大阪府食の安全推進課　参事）

本課が主に担当している危機管理情報は、食中毒や感染症事例対応となっています。発生数が多い場合や重篤な健康被害が発生している場合には、再発や拡大防止のために報道提供を行っております。 

情報の管理については、各保健所の食品衛生監視員や感染症担当者が入手した情報を確認していくことが重要です。場合によっては施設の営業停止という行政処分を行う場合もあります。 

また、違反食品等の情報については、風評被害を出さないための適切な情報提供が責務となっております。 

「大阪府食の安全安心推進条例」では、本日配布しておりますパンフレットの５～６ページに「健康被害等の防止等に関する施策」として「健康被害の拡大防止のための情報の公表（第１９条）」や「自主回収の報告（第２０条、第２１条）」の情報の提供などの条文を定めています。 

１９条については解釈が難しいところですが、「科学的な因果関係が確定しない段階」での公表について、一歩踏み込んだ対応をしていくことを敢えて掲げております。公表の判断については行政だけでなく、専門家の方々のご意見を十分に伺い、また色々なケースを想定して指針を作成する予定です。 

「自主回収報告制度」については、企業が自ら法令違反やその疑いのある事例を発見し、自ら公表していく形をとっていただき、行政はその公表を助ける役割です。この制度は府下の４市（大阪市、堺市、高槻市、東大阪市）にも対応をお願いできるよう、現在、条例を改正する準備を進めており、来年４月から実施します。それまでに説明会を行い、理解を得る予定です。 

情報を提供する上では、報道提供や府のＨＰとともに、保健所の窓口対応なども徹底し、誰もが情報を共有化できるような手法を検討していかなければならないと考えております。 

大阪府食の安全安心推進条例について
音田氏（大阪府立文化情報センター　所長）

「大阪府食の安全安心推進条例」に期待するものについて、何かご意見はありますでしょうか。 

飯田氏（全大阪消費者団体連絡会　事務局長）

今年の４月から施行されましたが、これから施策の細部を議論していくための場として協議会や部会が設けられていますので、その場で意見を出していきたいと思っています。 

特に、「情報の収集と発信」の仕組みをどう作るのか、強く関心をもっております。 

会場からのご意見
男性

企業の方に質問です。最近、社員など内部の人間からの情報提供で企業の問題がわかるという内部告発が増えていますが、告発者に対してどのように対応しておられますか？ 

脇田氏（雪印乳業株式会社　監査役）

我々は、事業活動でのルール違反や法令違反は必ず公になるものと認識しております。 

本日配布しております「活動報告書２００７」の１０ページに記載していますが、「相談・通報のしくみ」として「社内通報相談窓口」と「社外通報相談窓口」の２つのホットラインを設け、ここに寄せられる年間２０～３０件の意見・通報を重視しています。 

通報者のプライバシーを守ることと、通報によって不利益な処分を受けないことがルールです。 

公平性や客観性を保つため、社外の方にご参加いただいております「企業倫理委員会」に定期報告をしており、その際、通報者が不利益な処遇を受けていないか、人事担当者からの報告も義務付けられています。 

男性

イズミヤ株式会社の方にお尋ねします。最近の食に関する様々な事件を受けて、どのような対応をしておられますか？また、社内ルールの点検や改正をおこなわれましたか？ 

小田川氏（イズミヤ株式会社　品質管理部チーフマネージャー）

社内ルールについては、昨年、期限切れ商品販売の指摘があったことを受けて、平成１８年の夏にマニュアルを改正し、期限切商品の撲滅活動を重点的に行っています。具体的には売り場の商品点検などですが、惣菜などの加工食品の原材料を含めて徹底しております。 

また、肉類の原材料偽造表示の事件を受けて、プライベートブランドの加工食品や惣菜売場の肉類について、検査を実施しております。 

中国産ウナギなどのマラカイトグリーンの事件でも、同じく自社分について検査対応を行っております。 

消費者が不安を感じると思われる事案については、すぐに検査を行い、店頭告知やＨＰの掲載等の対応に努めておりますし、そういった対応をしなければ消費者の方にご説明が出来ないのが現状です。 

最後に
仁木氏（酪農学園大学　客員教授）

「わかりやすく伝える」ということについて、専門用語が多いとわかりにくい等の耳の痛いご意見をいただきました。 

小学生に対してお話をする機会もあり、子どもにもわかるように話すことの難しさを実感しています。今後も資料に工夫し言葉を選ぶなど、皆さんに理解していただけるよう努力していきたいと思います。 

永幡氏（酪農学園大学　教授）

今日は生産段階の品質管理や食の安全安心への取り組みの一端をお話させていただきました。 

パネルディスカッションでは商品としての品質管理や安全管理の取り組みが主でしたが、共通の問題としては、情報をいかに集めるかという一元化の問題。窓口をどこにするのか。また、必要な情報を解釈し的確に判断することが企業にとっても行政にとっても重要なことです。 

場合によっては専門家からの助言を受け、公表を判断することになりますが、その公表の姿勢について、今日は雪印さんのお話を聞いて勉強させていただきました。 

ものを作る企業の姿勢、監視する行政の姿勢、両方を見ている消費者の姿勢、それぞれの間の緊張感が必要だと思います。 

ミートホープ社の事件では、国や地方の対応の遅れなど、残念な問題も指摘されております。 

危機に対する備えは、関連情報をいかに集め、横断的に全体を見渡すことが重要です。我々研究者もそのような視点を持って、情報を上手く生かしてまいりたいと思います。 

飯田氏（全大阪消費者団体連絡会　事務局長）

「大阪府食の安全安心推進条例」を実効性のあるものにするためには、情報の取り扱い方が重要であると考えています。その時に、事業者の方にも行政の方にも、消費者側からの提案に対して、できること・できないことを教えていただきますようお願いします 

「今はできないけれど検討に値する」のか「ずっとできない」のか色々な場合があることも含めて、意見交換を行いながら議論を進めていきたいと思います。 

脇田氏（雪印乳業株式会社　監査役）

「大阪府食の安全安心推進条例」に対し、改めて企業としての責任を認識しております。 

特に第１０条の「リスクコミュニケーションの促進」については、事業活動の原点であると考えます。こういった場でお話をしたり、事業活動報告や行動基準を公表したり、消費者の方々との昼食会など、様々なコミュニケーションをしているところでございます。 

消費者の皆様との関わりを深め、その中で「社会的責任」を経営課題として考えていきたいと思っております。 

辻岡氏（イズミヤ株式会社　食品商品部チーフマネージャー）

「大阪府食の安全安心推進条例」につきましては、特に第１９条の「健康被害の拡大防止のための情報の公表」について、「科学的に因果関係が未確定」な場合での判断の仕方や、「速やかに公表する」タイミングが流通の立場から重要であると思います。 

そのための判断のバックボーンとなる専門家などの組織や指針作りについて、よろしくお願いいたします。 

福井（大阪府食の安全推進課　参事）

本日は、それぞれのお立場から貴重なご意見をたくさんいただきました。こういった意見交換の機会を作ることも行政の役割であると考えております。 

色々なご意見を聴いた上で、行政として対応できるものと出来ないもの。できる場合には、どこまでをいつ頃に行うのかを判断する必要があります。府の現状では難しいものもありますが、検討を重ねていきたいと思います。 

また、情報の収集や対応として、保健所現場の監視員が迅速で適切な対応を行えるよう、指導を徹底していきたいと思います。 

条例では第６条で「府民の役割」として「食の安全安心の確保に関する知識と理解を深めるよう努める」こと、「府の施策について意見を表明するよう努める」こと「府への施策へ協力するよう努める」ことを謳っております。様々な機会で、皆様からのご意見やご助言、質問等をいただきたいと思います。 

事業者や消費者、有識者、行政が情報を共有化していくため、こういったリスクコミュニケーションの場を積極的に活用してまいりますので、今後とも、よろしくお願いいたします。 

音田氏（大阪府立文化情報センター　所長）

リスクコミュニケーションの大切さとその促進が本日の大きなテーマであったと思います。 

何か事件が起きてからではなく、日頃からの意見交換や情報の共有が重要です。また、条例にもありますように、「府の責務」「事業者の責務」「府民の役割」をそれぞれが認識し、私達府民も情報の中からしっかりと知識を身につけ、考えたことを行政や企業に声として上げていかなければならないと感じました。 

私達は食の安全の情報に神経質になっていますが、さまざまな事件の教訓として、国際化が進む食品の流通や世界の食料事情、環境への負荷などにも目を向けるなど、基本的な食生活の原点に立ち返る必要があるのではないかと思います。 

時間の関係で十分議論が尽くせなかった面もございますが、今日のパネルディスカッションをこれで終了させていただきます。 

ありがとうございました。

【パネルディスカッションの様子】
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